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南海トラフを震源とする超巨大地震

該当面積 今回の震度分布
中央防災会議

（2003）

震度6弱以上 約6.9万km2 約2.1万km2

震度6強以上 約2.8万km2 約0.5万km2

震度７ 約0.7万km2 約0.03万km2

想定震源域は従来の約２倍
震度分布を推計する強断層モデルのMwは９．０
津波を推計する津波断層モデルのMwも９．１と設定。
また、マグニチュード８クラスではあるが東海・東南海・南海の３つの地震の発生確
率は今後３０年以内で６０％～８８％と切迫度はますます高まっている。

東海+東南海+南海地震の震度分布図

津波の高さ（満潮時）
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最大クラス

最大
３４．４
ｍ！

宝永地震（３連動地震）の波源モデルを用いた地震地殻変動

（赤は隆起、青は沈降）

東海・東南海・南海地震の連動性
評価研究プロジェクト資料

昭和南海地震直後の高知市

阪神・淡路大震災

東日本大震災

想定死者数

揺れによる
建物の全壊

約12,200人

津   波 約  9,100人

火   災 約    900人

崖崩れ 約  2,600人

合   計 約2万５千人

全壊棟数

揺れによる
建物の全壊

約309,000棟

津   波 約 42,000棟

火   災 約 81,000棟

液状化 約 90,000棟

崖崩れ 約 27,000棟

合  計 約55万棟

東海・東南海・南海地震 被害想定

現在の高知市

東日本大震災津波
（宮城県 北上川河口）

被
害
は
甚
大
で
国
家
の
盛
衰
を
左
右
す
る
！

国
家
的
課
題
と
し
て
の
対
応
が
急
務
！

関東から四国・九州にかけて極めて広い範囲で強い揺れと巨大
津波の発生が想定される。

震度７が想定
される区域が

増大！

従来 今回 今後

23倍！

－２－



東海・東南海・南海地震等の同時発生
に対応した計画の策定

○想定震源域 ← 従来の約２倍 ○想定津波高 ← 従来想定の２～３倍
○震度７が想定される区域 ← 従来の約２３倍 ○津波到達時間最短２分

地震対策の充実強化を図るための法整備
○予知・観測体制の充実強化
○超巨大地震に対応した減災・復旧・復興体制の

事前整備
○地震・津波防災施設等の整備促進

南海トラフ超巨大地震対策
特別措置法(仮称）

南海トラフ巨大地震に対応した
大綱・要領の策定

新たな地震対策大綱・応急対策活動要領

強化地域

重複地域

推進地域

想定震源域・波源域

津波地震を検討する領域

従来の震源域・波源域

（中央防災会議）

東南海・南海地震
（地震防災対策推進地域）

東海地震
（地震防災対策強化地域）

重複地域

調査観測体
制

特別な応急対策

調査観測体制 特別な応急対策 防災施設整備

現行の地震防災施設等の整備に関する法体系

東南海・南海
地震対策

(現在の被害想定)
死者数約17,800人

経済的被害約57兆円

東海地震対策

(現在の被害想定)
死者数約9,200人

経済的被害約37兆円 地震の予知に資する
ための観測・測量体

制の強化

直前予知を前提とした
警戒避難体制

警戒宣言後の住民避難や
各機関の応急対策活動

大規模地震対策特別措置法

東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する
特別措置法

観測・測量施設等の
整備努力

防災施設の整備、津波からの円滑
な避難等をあらかじめ計画

財政上及び金融上の
配慮

地震財特法
地震防災対策
特別措置法

地震対策緊急整備事業
計画とこれに基づく国の
財政上の特別措置等を

規定

地震防災緊急事業５
箇年計画とこれに基づ
く国の財政上の特別

措置等を規定予知体制が確立した場合には移行

（地震防災対策推進地域）

（地震防災対策強化地域）

元利償還金の２/３
を交付税措置

元利償還金の１/２
を交付税措置

財政上の特別措置（補助率の嵩上
げや地方財政措置の充実など、地
方の負担軽減）

○津波避難対策の抜本強化
○被害軽減のための緊急耐震化対策
○応急救助機関の進出や救援物資の

集配拠点となる総合的な防災拠点
の整備

○高台等への移転促進
など

巨大地震・津波に備えるため
の財政支援制度の創設

※H24.3.31中央防災会議

「南海トラフの巨大地震モ
デル検討会」第1次報告

最悪シナリオに備えた
揺れ・津波対策への特別措置

○東海地震対策大綱
○東海地震応急対策活動要
領

○東南海・南海地震対策大綱
○東南海・南海地震応急対策
活動要領

東海地震東南海・南海地震

各々に大綱・要領を策定

現
在

超巨大地震対策を強力に推進する
法整備と財政措置が必要！！

東海・東南海・南海地震等を念頭に置いた対策を強力に進めるための法整備

－３－



早期の
策定が必要

12,300人3,672名
(3/15　12:30）

18,600人

消防庁

防衛省 68,400人 86,400人

東海・東南海

・南海地震

（要領なし）

約2万5千人

70,000人
(3/15　16:00）

東北地方

太平洋沖地震

（実績）

東海地震

（活動要領）

東南海・

南海地震

(活動要領）

約1万8千人約9千人
人的被害

(死者・行方不明者）
約2万4千人

応援部隊の

規模

計画＝

最大規模

発災後９６

時間

警察庁

5,793人
(3/15　15:30）

31,030人 23,250人

地震予知精度の向上・観測体制の充実・強化活動要領に基づく広域的な訓練の実施新たな被害想定に基づいた地震対策大綱・応急対策活動要領の
早期策定

現行の大綱・要領で策定された消防隊の派遣

神奈川県 和歌山県応援

応援
静岡県

東海地震が同時発生した場合、

神奈川県からの 応援は困難

東南海・南海地震が同時発生した場合、

高知県からの 応援は困難

・東南海・南海地震の計画では

・東海地震の計画では

高知県

迅速な応援部隊の展開が行
えるよう要領の早期策定

国主導による広域的な訓練
を繰り返し行うことが必要

効果

◆地震動及び津波の早期
検知

◆精密な地殻活動の把握

◆地震発生予測シミュレー
ション・連動発生の高度
化

●迅速で的確な避難行
動が可能

●地震予知精度の向上

●被害想定の精度向上

効果

地震・津波観測
システム

GPS波浪計

地震予知
観測網の充実

地震・津波観測システムやＧＰＳ波浪計等の
観測網の整備促進

－４－



総合防災拠点

支援物資搬送拠点 ◎総合防災拠点の機能
・応援部隊等の要員の一時集結場所
・ベースキャンプ機能
・災害医療活動
・支援物資の集積、荷捌き機能
・現地における指揮所機能

自衛隊 消防

海保

警察

自治体

医療機関

ex. MCA無線
衛星ブロードバンド

医療支援
チーム

災害に強い新たな通信基盤の整備促進
◎行政機関による情報の収集伝達

通信手段の多重化

◎支援機関の相互連絡

被災現場で活動する医療支援チー
ムと地元医療機関、警察、自衛隊及
び消防等関係機関相互の通信

「縦」の
連絡系統

「横」の
連絡系統

「縦」と「横」の連絡
系統を確保する強

い通信基盤

超急性期 急性期 慢性期
発
災

3日目 1週間程度

DMAT
救護班

現地の医療機能の復旧過程

急性期から慢性期にかけて医療支援の戦略が欠如支援体制は計画されている

亜急性期

1ヶ月程度以降
現
状
と
課
題

◎中長期の広域医療救護体制が未整備
◎慢性疾患、感染症等に対する医薬品が不足

◎ＤＭＡＴ活動以降の長期にわたる広域医療救護支援体制の構築
・被災地域の医療機関の継続的な活動への支援や、避難所等における健康状態の悪化への対応など、長期に

わたる広域的な医療救護支援体制を構築する

◎医薬品等の確保、供給体制の検討
・内科系疾患等の治療薬を含む広範囲の医薬品備蓄に対する国の支援
・広域的な備蓄、供給方法の検討

応急救助機関の進出や救援物資の集配
拠点となる総合的な防災拠点の整備

大規模災害等緊急事態に対応できる
通信基盤の整備

大規模災害に備えた医療提供体制の確保

被
災
自
治
体

情報収集
救助救出・医療支援
食料・飲料水等支援

輸送手段確保

◎速やかな情報収集（被災状況・ニーズ等）
◎被災地支援に係る各自治体間の調整
◎各自治体の物的・人的資源等の活用・配分調整
◎広域避難の受入調整

避難者

被災自治体と連携し、
広域避難に係るニーズ
把握

発災

災害時における海外支援の円滑な受入体制の整備

都道府県を跨いだ避難者の受入れ体制の
構築など広域的な支援・受援体制の構築

各省庁
◎被災地情報（支援ニーズ等）の収集・発信
◎支援人員配置・物資等の調整
◎移動手段・燃料・食料等の調整
◎海外各種機関等への対応

諸外国
（災害救助隊等）

連絡調整

救
助
支
援

支援自治体 支援自治体

支援自治体

国
連携・調整
情報共有

支援自治体

－５－



【津波対策推進事業費補助金（H24内閣府）】
・被害想定等の実施（県）
・津波浸水予測図の作成（県）
・ハザードマップの作成（市町村）

出典：第１回 高速道路のあり方検討
有識者委員会【配布資料】一部修正

大津波の影響を受けない基幹ネットワーク整備が急務！

津波ハザードマップの作成 津波避難ビル外付部階段の設置 津波避難ビルの建設

地震・津波対策の加速化と抜本的な強
化には、国の財政支援は不可欠

避難路、避難タワー等の重点的な整備への補助

地域自主戦略交付金

緊急防災・減災事業債

・国費率の嵩上げ
・財源の確保

継続した財政支援

個人や企業の積極的な高台
移転に沿える制度の創設

＜集団移転の課題＞
・個人資金力の差
・住民のニーズや思想の相違

日常の様々な営みを継続しな
がら一定の時間をかけて高台

等への移転を促進

「減災」に向けて段
階的に移転を推進

和歌山IC

串本

川筋ネットワーク道路

紀伊半島一周　高速道路

南紀田辺IC

御坊IC

海南IC

X軸ネットワーク道路

新宮南IC

橋本

有田IC

広川IC

印南IC

みなべIC御坊

有田

田辺

新宮

すさみ

那智勝浦

和歌山

海南

国道

42

国道

42

国道

42

那智勝浦IC

 紀勢線（供用済）

 紀勢線（事業中）

 紀勢線（調査中）

 川筋ネットワーク道路

 X軸ネットワーク道路

 ICアクセス道路等

 津波による浸水区間

凡　　　　　例

高速道路とＩＣアクセス道路等
による「くしの歯」ルートの整備

■東北地方太平洋沖地震に
おける「くしの歯」ﾙｰﾄ

青森

秋田

八戸

盛岡

山形

仙台

石巻

釜石

久慈

宮古

大船渡

気仙沼
陸前高田

南三陸

東
北
自
動
車
道
等

津波で沿岸部の集落は陸の
孤島になることが懸念

港湾法等への津波避難施設の明確化

宮城県気仙沼市魚市場

山
田
小
学
校

SA・
PAﾍﾘﾎﾟｰﾄ

岩手県久慈港

命の道となる緊急輸送路確保のための高規格道路の整備促進

大規模堤防等の国直轄化の推進

住宅、公共施設等の耐震化の促進

昭和南海地震（高知市）

連動型地震の震源域は内陸部に広く
かかっており、津波対策に加え、揺れ
対策の強化も急がれる新たな津波想定を受けて

避難対策を本格化

住民の不安解消は急務！

個人や企業の積極的な高台
移転に沿える制度の創設

＜集団移転の課題＞
・個人資金力の差
・住民のニーズや思想の相違

日常の様々な営みを継続しな
がら一定の時間をかけて高台

等への移転を促進

「減災」に向けて段
階的に移転を推進

－６－



高台への移転

県内市町村の
約９割が「震度７」

30mを超える津波高さは本県の2市町のみ
20mを超える津波高さも全国21市町村中、本県は8市町

津波到達時間
全国最短の2分

強靭な垂直避難施設
の建設 現在地での高層化

超巨大地震・津波に対応した対策が急務

超巨大地震・津波対策は国の責務

3.31「南海トラフの巨大地震モデル検討会」第1次報告 超巨大地震・津波対策の課題

・30mを超える津波 ⇒ 避難する場所が無い
・津波被害が沿岸部の全域 ⇒ 避難者が大勢
・場所により最短2分で襲来 ⇒ 近傍に避難場所が必要

超巨大地震・津波に対しては命を守るためのハード整備が必要不可欠

その場で身を守る
対策が必要

南海トラフ巨大地震対策特別措置法(仮称)制定
・予知・観測体制の充実強化 ⇒逃げる時間を確保するためにも不可欠
・超巨大地震に対応した減災・復旧・復興体制の事前整備 ⇒広域的な支援,受援体制を確立
・地震・津波防災施設等の整備促進 ⇒逃げる場所の確保、ハードにより波力を減衰,到達を遅らせる

巨大地震・津波に備えるための財政支援制度の創設
・津波避難対策への抜本的強化
・総合的な防災拠点の整備
・高台等への移転促進 等

新たな地震対策大綱・応急対策活動要領の策定
・予防対策から復旧・復興まで含めた総合対策
・発生時の広域応急体制の構築

超巨大地震・津波に対応した法整備

想定震度

想定津波高

確実に「逃げる」にはソフト対策だけでは対応不可能

・垂直避難のための手法や技術面の検討
・日常のさまざまな営みを継続させながら

徐々に高台に移転するための制度設計
・大規模施設の国直轄での整備
・地方自治体への財政支援の拡充

超巨大地震・津波に
対応した施設整備

至急検討すべき事項

事前復興の観点

・命と財産を守れる
・仮設住宅等の建設が不要

・現在の生活を継続できる
・コミュニティ、文化の継承が可能

・移転適地の確保が必要
・コミュニティを保つため地区全体

の合意による集団移転が必要
・就業地の避難対策が必要

・膨大な範囲の造成が必要
・多額の資金が必要
・多少の津波被害のリスクを伴う

・超巨大地震に耐えうる構造
が必要

・埋設式により津波波力の影
響を受けない

高知県からの緊急提言
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超巨大地震・津波に対応した施設整備の例

高台への移転

・命と財産を守れる
・仮設住宅等の建設が不要メリット

課 題

・現在の生活を継続できる
・コミュニティ、文化の継承が可能

・移転適地の確保が必要
・コミュニティを保つため地区全体

の合意による集団移転が必要
・就業地の避難対策が必要

・超巨大地震・津波に耐えうる
構造が必要

・通常は多目的施設として利用
・配置計画、停電時の昇降方

法、構造が課題

・膨大な範囲の造成が必要
・多額の資金が必要
・多少の津波被害のリスクを伴う

現在地での高層化

事前復興の観点 「生命」を守るためのハード整備

・水密構造を有するシェルター
を流出防止のために半地下
構造にして設置

・津波波力、水圧、衝撃等に耐
えうる構造とする

・巨大津波に耐えうる構造が
必要

・敷地内に設置すれば地震後
すぐに乗り込むことができる

・多数漂流した場合の救助が
課題

強い揺れの後、数分で襲ってくる巨大津波から

垂直避難が最も効果的

実用化に向けては技術的な検討も必要

○高知県では産学官が連携し垂直避難施設の検討会を立ち上げる予定
○国においては技術的、財政的支援を！

既存の仕組みは、主に災害発生後を想定

○日々の暮らしを守る観点から、
円滑な移転が可能となる法整備、
制度設計を！

なにより尊い生命だけは確実に守る生命はもちろん、歴史、文化、地域に根差した
産業など日々の暮らしを守る

酸素供給装置

自家発電装置

水・備蓄品

スーパー津波避難タワー

出入口は複数

避難用シューター通常時は多目的集会所

津波想定高フリー

津波避難艇

津波避難シェルター(地下式) 津波避難シェルター(潜水式)

・津波の波力を受けない

・シューターによるスムーズ
な避難

・通常時は集会所、イベント
会場等に多目的に使用

・地上部は公園など公共
空間として活用

津波想定高フリー津波想定高フリー

高知県からの緊急提言
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